


































A Review on Critical Analysis of Human Resource Management: 











































 1-1 本稿の課題 
 アメリカ産業社会において、1980 年代より従来の Personnel Management（人事管理）














 1-2 批判的分析視角の模索 
アメリカ産業社会において、1920 年代に成立し、今なお影響力をもつ人事管理は、その
管理単位として「職務」（job）を基盤とすることにより発展してきた。職務は、「職務分析」






















－ 3 － 
かつての細分化され、限定化された職務やそれを基盤に形成された組織では対応すること
ができないという事態が起こり始めた。そうした職務をめぐる事態への企業の対応を本稿
















 2-1 人的資源概念と人的資源管理の登場 
アメリカにおいて、経営労働を主として対象とする管理が Human Resource 
Management という名称で顕著に見られるようになったのは 1980 年代よりのことである
と考えられる。しかし、human resource という概念に限定すれば、1960 年代前後から少
なからぬ経済学の文献に登場している。アメリカにおける HRM の展開史に詳しい G.スト
ラウス（George Strauss）によれば 2)、J.R.コモンズ（John R. Commons、1862~1945）
をはじめとする経済学者らは早い時期から、発展途上国における重要課題として human 
resource の開発されるべき資源としての意義に言及していたという 3)。 
そうした脈絡においてアメリカで最初に human resource が書名として現われるのは
F.Harbison and I.Abdelkader, Human Resources in Egyptian Enterprises および
E.W.Bakke, The Human Resource Functionであり、ともに 1958年に刊行されている 4)。 
human resource に対する management としての確立を示唆する HRM 概念を最初に書
－ 4 － 
名に使用したものは、P.Pigors, C.Myers and F.T.Malm (eds.), Management of Human 
Resources : Readings in Personnel Administration および W. French, The Personnel 
Management Process : Human Resources Administration であり、ともに 1964 年の刊行
である 5)。こうして、1960 年代後半以降から 1970 年代にかけて、学術書や雑誌の書名の
みならず、企業の諸実践や職能部門名、専門職団体の協会名、大学の科目名や講座名など
が従来の Personnel Management という名称から HRM に徐々に替わり始めたという。 
しかし、とりわけアメリカの企業における HRM の展開に大きな影響を及ぼしたのは、
M. Beer, B. Spector, P.R. Lawrence, D. Q. Miles and R.E. Walton, Managing Human 
Assets と C. Fombrun, N. M. Tichy and M.A. Devanna (eds.), Strategic Human 
Resource Management の２著であろう 6)。ともに 1984 年に刊行されている。前者はハー
バード大学の、後者はミシガン大学の研究者の成果であり、両大学における講座の開設と
ともに、多くの有能な人材を輩出し、HRM 実践の普及やその経営への影響は海外の企業




 2-2 人事管理の新展開としての人的資源管理の成立 
以上に見るように、human resource あるいは Human Resource Management という
用語は、1960 年代前後からアメリカ社会で使用されていたことを理解することができる。
それゆえ、HRM において意味される内容については、初期のころと 1980 年代以降とでは
異なる場合がある。それは、HRM が厳密な体系化がなされていないために、HRM を研究
する論者によって意味される内容が異なる場合があることが一因と考えられる。 













9．1960 年代および 1970 年代における社会的規制と裁判所の判決 
 また、先の G.ストラウスは、HRM と称されている管理概念および管理実践には多様な 























































－ 7 － 
源泉である知識・技能・労働意欲という人間の労働能力を意味するとともに、そうした労
働能力を所有する人間をも意味する概念であると考える。そうした人間観は、行動科学


























を HRM が負うことになるのである。 
HRM の対象が労働者から経営層にいたるまで、企業の全構成員におよぶことも HRM




























以上のように、アメリカにおいて 1980 年代以降に展開される HRM には、従来の人事
管理とは異なる特質が見られる。しかし、そのことは HRM が従来の人事管理と本質にお
いて異なるものであることを意味するものではないであろう。あくまでも、HRM は人事






















では HRM によるコミットメントへの対応を、次いで、3-2 では HRM による知識労働へ
の対応を概観してみたい。 




characteristics）、ビジネス戦略とその条件（business strategy and conditions）、経営理
念（management philosophy）、労働市場の状況（labor market conditions）労働組合
（unions）、職務技術（task technology）、法律と社会的価値観（laws and societal values）






































































  ２ 能力（high competence）･･･より広範な従業員の関与は、より有能な従業員をそ
の会社に引きつける力を増す。それはまた、従業員の能力と自尊心も向上させる。 
  ３ コスト効果性（cost effectiveness）･･･職務システム設計上の革新によって、賃金･
福祉は引き下げられないし、実際には引き上げられるかもしれない。しかし、しば
しば離職率や欠勤率は減り、柔軟性や変化受容性、生産性、品質などが高められる。 


















－ 13 － 
トを実現できるように、「職務システム」という制度領域を「人的資源フロー」（Human 




 3-2 人的資源管理と知識労働への対応 











J･ブラットンは、1960 年代から 1970 年代初頭にかけて、職務設計は「新人間関係論学派」
















































グ」（business process re-engineering : BPR）をあげている 21)。 































 4-1 人的資源管理の理論･実践に関する批判 
 従来の人事･労務管理と比較すれば、アメリカにおいて 1980 年代以降に展開される























－ 17 － 




















 4-2 人的資源管理の本質に関する批判 
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